税理士のためのフィランソロフィー

「税理士と成年後見制度」

　　　　　　　　　　　　　　田添　正寿

３.成年後見制度

　成年後見制度とは、判断能力の不十分な人を支援するための民法その他の一連の民事法を根拠とする制度の総称である。成年後見制度の目的は、判断の能力が不十分なところを法的支援者である成年後見人などが代行決定する方法などによって支援することにある。したがって、成年後見制度による支援は、本人の自己決定に関する民事的な支援をその本質としている。

　成年後見制度の種類としては、法律に基づいて家庭裁判所が支援者を選任する制度である法定後見制度と、契約に基づいて本人が支援者を選任しておく制度である任意後見制度とがある。

　成年後見制度の根本理念となっているのは、自己決定権の尊重・残存能力の活用・ノーマライゼーションの達成などの理念である。従来の禁治産制度・準禁治産制度では、社会的偏見を伴った硬直的で利用しにくい面を有していたことから、新たに根本理念に基づいた柔軟かつ弾力的な利用しやすい制度をつくっていくことが目標とされているのである。

　成年後見制度では、精神上の障害による判断能力の不十分さの程度によって、後見・保佐・補助の3段階に分けられている。後見の対象者は、「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く状況にある者」（民法7条）、保佐の対象者は、「精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分な者」（民法11条）、補助の対象者は、「精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な者」（民法14条）とされている。すなわち、精神上の障害による判断能力の不十分な状態を3段階に分け、その最も重度の者が後見の対象者、中程度の者が保佐の対象者、軽度の者が補助の対象者とされている。

　そして、成年後見人等の選任についてであるが、従来、後見人や保佐人は一人でなければならなかった。これは、後見人等が複数では意思の統一や保護の一本化が図られず、責任の帰属も不明確になるとされていたからである。しかし今回の改正では、利用者の多様なニーズに応えるために選択肢を広げる観点から、後見人等の人数を制限する規定を削除し複数の成年後見人・保佐人・補助人を選任すること、または法人が成年後見人等に選任することができるようになった。

　4.法定後見制度における税理士の役割

　さて、われわれ税理士が成年後見人等の役割をはたすべく法定後見について考えてみたい。法定後見は、すでに事理弁識能力が十分でなくなってしまった方の保護である。したがって、あらかじめ成年後見人等が定められているわけではないので適当な者がいない場合には、家庭裁判所に登録されている成年後見人名簿から選任されることになる。この成年後見人名簿とは、あらかじめ一定の研修を受けた者等が法定後見における成年後見人に選任される候補者の名簿である。司法書士会が組織するリーガルサポートや、社会福祉士会が組織するぱあとなあでは、すでに研修会によって養成された成年後見人等候補者が登録されている。税理士会においても、一部の会ではすでに成年後見人等養成講座が開催され、成年後見人名簿への掲載準備が進んでいる。

被後見人等については、後見人等をたてることにより法的な保護を受けることができる。すなわち、悪徳商法からの保護や人権侵害からの保護、そして相続争いからの保護等である。これらの法的な保護を行っていくためには、一定の知識を備えた者でなければならない。従って、弁護士や司法書士、税理士、社会福祉士等による後見人がより適しているといえることであり、また社会的信頼も厚いといえる。後見人を担っていくためには、憲法や民法、社会福祉に関する知識そして、財産管理の手法に関する知識が当然に必要とされてくるからである。その点税理士は、財産管理や相続については専門的知識を有しており、また6万5千人あまりも全国に存在していることから、将来的な高齢化社会を後見人として担っていくことには社会的な期待も寄せられている。そしてこの後見人としての役割をビジネス的立場に重点をおくよりも、フィランソロフィーの一環として行っていくということを念頭においていくことが重要であるといえる。それは、我々税理士が仕事とする相続税申告は、全国の被相続人の4％強しかいないことからも明らかであるとおり、老後資産を多額に抱えている方は、全国的なパーセンテージからいうと僅かであるといえる。当然に年金生活で、当面の生活資金を確保するのがやっとという高齢者の方が多いのが実情である。その方々が専門家に後見人を依頼する場合、それなりの後見報酬を支払っていくことは困難である。したがって、ビジネス的な側面がある一方で社会貢献的側面のほうがはるかに大きいのである。

　法定後見は任意後見以上に難しいといえる。任意後見は、本人の意思能力がはっきりしているうちに契約を締結するため、将来の人生設計や老後の希望などをある程度理解しておくことができる。しかし、法定後見は意思能力がはっきりしない場合がほとんどであり、家庭裁判所から後見人選任の推薦を受けた時初めてお目にかかるというのが一般的である。したがって、意思能力のはっきりしない方から希望を聞き出すこと、そして親族の方に対して後見人の役割、仕事の内容について十分に説明しておくことからはじまる。中には、相続争いに巻き込まれることも当然にありうるであろう。

　このようなことから、意思能力のはっきりしているうちに事前的措置としての任意後見制度の利用がより重要になってくるであろう。法定後見の利用以上に任意後見の推進役をわれわれが担っていく必要がある。しかしながら、法定後見人が必要とされている以上税理士が社会貢献の一環としての意識を持ちつつ研鑚に励んでいくことが大切となるであろう　　＜参考文献＞
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